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第２章 虐待対応の心構え                                            

「権利を擁護する。」とは、地域で暮らす人が、この地域で、その人らしく自分の望む生活をしていく権利を護ることである

と言えます。この権利は全ての人に認められていることであり、自分で自分の主張ができない人たちに対しては支援をして

いかなくてはいけません。 

例えば、認知症などで判断能力が不十分な状態にある方、虐待を受けている方、これまで自分の考えや気持ちを表せな

かった方などパワーレスの状態にある方に支援を必要とします。支援者は関わりを通して、その人が主体的に生活していけ

るような支援（エンパワメント）をしていくことが役割になります。 

 

ここでは虐待対応の基本的視点と留意事項を厚生労働省のマニュアルで示されている内容に沿って紹介していきます。 

 

１．基本的視点 

（１）発生予防から虐待を受けた高齢者の生活の安定までの継続的な支援 

高齢者虐待防止対策の目標は、高齢者を虐待という権利侵害から護り、尊厳を保持しながら安定した生活を送ることが

できるように支援することです。高齢者に対する虐待の発生予防から、虐待を受けた高齢者が安定した生活を送れるように

なるまでの各段階において、高齢者の権利擁護を理念とする切れ目ない支援体制が必要です。 

 

（２）高齢者自身の意思の尊重 

高齢者虐待は児童虐待と異なり、「成人と成人」との人間関係上で発生することがほとんどです。「被害者一加害者」とい

う構図に基づく対応ではなく、介護保険制度の理念と同様、高齢者自身の意思を尊重した対応を行うことが必要です。 

 

（３）虐待を未然に防ぐための積極的なアプローチ 

高齢者虐待の問題では、虐待を未然に防止することが最も重要な課題です。そのためには、家庭内における権利意識の

啓発、認知症等に対する正しい理解や介護知識の周知などのほか、介護保険制度等の利用促進などによる養護者の負担

軽減策などが有効です。 

また、近隣とのつきあいがなく孤立している高齢者のいる世帯などに対し、関係者による声かけ等の顔の見える関係作りを

通じてリスク要因を低減させるなど、高齢者虐待を未然に防ぐための積極的な取組が重要となります。 

 

（４）虐待の早期発見・早期対応 

高齢者虐待への対応は、問題が深刻化する前に早期に発見し高齢者や養護者・家族に対する支援を早期に開始するこ

とが重要です。そうでなければ、虐待の事案については発生から時間が経過するに従い深刻化することが容易に予想され

るからです。常に迅速な対応を意識することが必要となります。民生委員や自治会・町内会等の地域組織との協力連携、地

域住民への高齢者虐待に関する啓発普及、保健医療福祉関係機関等との連携体制の構築などによって、虐待を未然に防

いだり、仮に虐待が起きても早期に発見し対応できる仕組みを整えることが必要です。 

 

（５）高齢者本人とともに養護者を支援する 

在宅で養護者による虐待が起きる場合には、虐待している養護者を加害者として捉えてしまいがちですが、介護疲れなど

養護者自身が何らかの支援を必要としている場合も少なくありません。また、他の家族等の状況や経済状況、医療的課題、

近隣との関係など様々な問題が虐待の背景にあることを理解しておく必要があります。高齢者虐待の問題を高齢者や養護

者のみの問題として捉えるのではなく、家庭全体の状況からその家庭が抱えている問題を理解し、高齢者や養護者・家族に

対する支援を行うことが必要です。 
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（６）関係機関の連携・協力によるチーム対応 

高齢者虐待の発生には、家庭内での長年の歴史を基にした人間関係や介護疲れ、金銭的要因など様々な要因が影響し

ており、支援にあたっては高齢者や養護者の生活を支えるための様々な制度や知識が必要となります。そのため、発生予防

から通報等による事実確認、高齢者の生活の安定に向けた支援にいたる各段階において、複数の関係者が連携を取りなが

ら高齢者や養護者の生活を支援できる体制を構築し、チームとして虐待事例に対応することが必要です。 

 

２．留意事項 

（１）虐待に対する「自覚」は問わない 

「家庭内における高齢者虐待に関する調査」では、虐待を自覚していない虐待者は半数以上を占めており、また虐待を受

けている高齢者でも3割は虐待を受けているという自覚はありませんでした。しかし、当事者の自覚にかかわらず、高齢者

の権利利益が脅かされている状況に変わりはありません。 

高齢者本人や養護者の虐待に対する自覚の有無にかかわらず、客観的に高齢者の権利が侵害されていると確認できる場

合には、虐待の疑いがあると考えて対応すべきです。 

 

（２）高齢者の安全確保を優先する 

高齢者虐待に関する通報等の中には、高齢者の生命に関わるような緊急的な事態もあると考えられ、そのような状況下

での対応は一刻を争うことが予想されます。 

入院や措置入所などの緊急保護措置が必要な場合には、養護者との信頼関係を築くことができないときでも高齢者の安全

確保を最優先する必要があります。その場合、養護者に対しては、養護者に関係する方面からのアプローチや仲介によって

信頼関係を構築したり支援を行うなど、時間をかけた対応が必要となることもあります。 

 

（3）必ず組織的に対応する 

高齢者虐待の事例に対しては、担当者一人の判断で行うことを避け組織的な対応を行うことが必要です。 

相談や通報、届出を受けた職員は、早急に高齢者虐待担当の管理職やそれに準ずる者などに相談し、相談等の内容、状況

から緊急性を判断するとともに、高齢者の安全や事実確認の方法、援助の方向などについて組織的に判断していく必要が

あります。 

特に、高齢者の安全や事実確認のための調査では、担当者一人への過度の負担を避け、また客観性を確保するなどの視点

から、複数の職員で対応することを原則とします。 

 

（４）適切に権限を行使する 

高齢者虐待防止法では、虐待によって生命又は身体に重大な危険が生じているおそれがあると認められる高齢者を一

時的に保護するため、市町村が適切に老人福祉法の規定による措置を講じ、又は成年後見開始の審判の請求をすることを

規定しています（法第9条）。 

高齢者の安全を最優先に考え、必要がある場合には、適切に行政権限を行使することが必要です。 

家族の意に反し措置を実施するなどの事例は数年に1回となるなど少ない頻度となることも想定されます。そういった場合

でも適切に権限を発動するためには、組織内での実施ルールの確定、予算措置、実践事例の収集や蓄積、研修など、実施

を想定した体制を構築することが望まれます。 

 

 

 


